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注1警察庁の統計による。
　　2　「触法少年」は，補導人員である。
平成17年版『犯罪白書』197頁より転載
　2－3図は，凶悪犯罪の殺人，強盗について昭和41年から平成16年までの流れを示したもの
である。
　殺人は，年齢層別の正確な数はこの図では不明ではあるが平成10年から平成13年までは，
117人，l11人，105人，109人と100人台で推移してきたが，平成14年からは83人，96人，62人
（内女子13人）と減少の傾向にある（6）。この図からははっきりしないが，年少少年は平成10年以
後平成16年まで10人前後で推移していると見ることができる。一方，触法少年については，平
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成10年が2人，以後，1人，0人，10人，3人，3人，5人となっており，平成13年のみ特異
であることが理解できる（η。
　強盗は，平成9年を境に急激に増加し，触法少年を除き，いずれの少年層もほぼ同じような
増減で平成16年に至っている。平成9年は，1，701人でその後のピークの平成15年が1，800人，
平成16年は1，301人と前年と比較し，500人近い減少となっている。強盗は，殺人と違い捜査機i
関の姿勢如何で数値の変動が可能な犯罪の一つとされており⑧，その増減に一喜一憂するほど
のことはない。
　触法少年については，平成9年の26人を皮切りに，平成11年の33人，平成12年30人と30人台
を記録した以外は20人台で推移している（9）。
2－4図　触法少年の一般刑法犯補導人員・人口比の推移
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注　1　警察庁の統計及び総務省統計局の人口資料による。
　　2　昭和40年以前は，刑法犯補導人員である。
　　3　「人口比」は，10歳以上14歳未満の少年人口1，000人当たりの補導人員の比率である。
平成17年版r犯罪白書』206～207頁より転載
　2－4図は，触法少年の一般刑法犯補導人員及び人口比の推移を昭和21年から平成16年まで
を示したものである。触法少年の実数を辿れば，人口比にほぼ均しく大きな波があることがわ
かる。昭和56年の6万7，906人を最高に以後減少を続け，平成2年に2万人台に突入後は小幅
な増減はあるものの2万人台を維持し，平成16年は2万191人にまで減少し1万人台を目前に
するまでになっている。触法少年の実態をより理解しやすい人口比の推移を見れば；昭和56年
の8．9人をピークに徐々に下降を続け平成10年に，以後の最高の4．9人になったが，その後は4・
人台の前半で推移しており平成16年は，4．2人となっている（1①。
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2－5図　殺人・強盗の触法少年補導人員の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和23年～平成16年）
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注　警察庁の統計による。
平成17年版『犯罪白書』206～207頁より転載
　　2－5図は，2－3図の触法少年についてのみの殺人，強盗での補導人員の推移について示
したものである。2－3図では殆ど理解できない流れが，触法少年についてのみ図示されると
それなりに見えるところがはっきりする。特に，強盗について，他の少年年齢層と異なり，昭
和57年が昭和50年以後の大きな山になっているのに対し，他の年齢層では大きな山といえるほ
どでないことが2－3図に再度目を転ずることによりはつきりしてこよう。触法少年のここ10
年間の流れで見て，量的に激増してヤ・るわけでもなく，ましてや凶悪犯罪といわれる殺人・強
盗の量的推移からは特別潤しなければならないような要因を探し出すのは困難と云わざるを得
ない。このことは，低年齢非行の一角を担う年少少年の非行動向についてもいえることであ
る。年少少年の量的な非行動向は，昭和45年以降，絶えずトップの座にあり・，平成16年に人口
比において中間少年との差がわずか0．アポイントの僅少差となってはいても少年非行問題の中
心は，義務教育の年限期間にある中学生にあるとの認識は変えられるべきであるとの理由を今
現在は持合せてはいない。この認識は中学生の非行が量的に一番多いという現実を踏まえた上
で，長い人生の道程の中でも，この時期が多くの困難に直面する重要な時期と認識するからに
他ならない。それだけに，この時期の非行の内容が重大な関心事となるわけであるが，既に明
らかになったように，凶悪犯罪である殺人，強盗について他の年齢層の少年とは異なる年少少
年に特有な傾向（殺人事件が特に増えたであるとか）が明らかになったわけではない。視点を
変えていえぼ，改正少年法が施行されて後の3年の間に何等かの変化があるのではないかとの
期待がなかったわけではないが，当然のことながらこの期待をも見事に裏切る結果となってい
る。というのも，筆者は，先に改正少年法施行後の間もない時期ではあったが，改正少年法の
非行抑止効果に関しての小論を発表した経緯を持つ。そこでは，刑罰の犯罪抑止効果に触れ，
一般予防，特別予防の観点からの犯罪（非行）抑止効果について今回の厳罰化改正が有効でな
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いことを指摘しておいたω。はからずも，今回の統計からも先の指摘に誤りがなかったことが
証明された恰好になったが，これらの主張を無視する形での再度の少年法改正の動きをどう理
解すればよいのか判断に苦しむところではあるが，その検討に先立ち，今二度，改正少年法施
行後の年少少年の重大犯罪の運用実態について検証しておきたい。
3　年少少年の重大犯罪の運用状況
　　（1）年少少年への刑事処分の意味再考
　改正少年法前は，20条ただし書で「但し送致のとき16歳に満たない少年の事件については，
これを検察官に送致することはできない」と規定し，犯行時満年齢14歳以上の刑事責任がある
にもかかわらず，重大な凶悪犯罪とされる事件も検察官に送致され刑事処分に処されることは
なかった⑫。この意味するところは，刑法の特別法でもある少年法が，その基本理念である「少
年の健全な育成」（1条）という目的を達成するには，刑事処分より教育的処遇で対処するのが
効果的であるとするそれまでに積上げられて来た数多くの学問的成果を背景としていたことは
疑うべくもなかろう。
　しかしながら，特異な事件を発端とするマスメディアによる国民への危機意識の刷り込み
が，結果として満14歳以上の少年の刑事処分を可能とすることになった。この経緯につき，筆
者は一度ならずも指摘しておいた⑬。今また，ここで触れざるを得ないのも，少年司法の現場
からも刑事処分可能年齢の引下げについての肯定的見解が表明されているからである。
　すなわち，少年の刑事処分可能年齢の引き下げによって，家裁としては14，15歳の少年を刑
事処分が相当と認められる場合には検察官送致が可能となったのであり，凶悪重大な事件の発
生状況からかんがみ，少年に対する適正な処分を行う選択の幅が広がったもので，一部で批判
のある「重罰化」に当たらないとする。さらに，非行時に14歳で刑法上の責任能力があるの
に，少年法では刑罰が科されないことになるのは法体系の整合性の上からも問題で，重罰化批
判は当たらないとした上で，16歳に満たない少年による凶悪重大事件の相次ぐ発生による厳し
い国民世論の動向を踏まえたそれらを反映した結果だ，との主張であるGの。同様の説明は，改
正少年法が施行された後に発行された解説書でも見られる⑮。
　これらの主張の中心をなす低年齢少年による凶悪，重大な犯罪は，既に指摘したように，改
正された時期の数年前と平成16年段階とでどれほどの違いがあるのか，その量的動向からは大
きな変化を見出すことはできなかった。とりわけ，改正少年法施行後の数年間においてもその
傾向は殆ど変化が見られていない。ということは，年少少年といえども，凶悪，重大な犯罪を
犯せば刑罰を科すこともあるという，厳罰，重罰改正はその抑止力に効果がないということを
現段階では是認せざるを得ないのではないか。このことから何がいえるのかであるが，常識的
には，厳罰・重罰化の必要性がないにもかかわらず，改正の名において厳罰・重罰化を強行し
たことからくる必然であるとの見方である。大方の賛同が得られる見解であるが，それらを無
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視する形の改正に至った根本的な原因につき，再度検証しておきたい。
　マスメディアの世論形成に絶対的な影響力があることについては，改めて記すまでもない。
とりわけ，現代社会におけるメディアの発達は，TVをはじめITというビジュアルな媒体を通
して国民の各年代層の隅々にまで浸透しており，良きにつけ悪しきにつけ，この認識抜きには
現代を語ることができないというべきである⑯。
　こと，現行改正少年法を誕生させた国民世論の形成は，度重ねての少年犯罪の凶悪化，悪質
化を垂れ流したTVメディアの影響が極めて大きかったというべきである。　TVに限られたこ
とではないが，新自由主義の過度に進んだ現代では，これまでにもまして利益追求に奔走する
ことになる。TVにとっては視聴率の向上は，局にとって至上命題とされ，その構図は，公共放
送とされるNHKにまで及ぶ。視聴率向上のためには，国民大衆の望みそうなことは，何でも
やる。それがヤラセであれ国民大衆が歓迎してくれるものであればお構いなしの状況が続く。
したがって，特異な少年犯罪が発生すれば，TVメディアにとっては恰好の餌食が現れたにも
等しくこぞって飛びつくことになる。かくして，大衆受けを狙った報道合戦が展開されること
となる。加害者は，その実態とは関係なしに，より悪意に満ちた報道を根掘り葉掘りに，被害
者についてはお涙頂戴を狙った同情心をそそるものとなる。そこには，およそ事件の真相，実
像とは大きくかけ離れた現実が横たわることになる。
　これらの事情は，何も少年事件を通しての厳罰化・重罰化要求という国民大衆の世論の形成
に影響を与えているだけでなく，ここ数年来の刑法改正等による厳罰化・重罰化と軌を一にし
ていることを銘記しておくべきである血の。
　　（2）年少少年の重大犯罪への運用の状況
　年少少年による重大犯罪の内容は，「通常は，殺人，傷害致死，強盗致死，強盗強姦致死，強
姦致死等が挙げられる⑱。」が，これらが少年法20条2項の「故意の犯罪行為により被害者を死
亡させた罪の事件」の具体的な罪名ということになる。
　これらについて，平成13年4月1日より平成16年3月31日までの3年間における全国の家裁
での決定をもとに，以下その内容，運用の状況を検討する。
　この期間中に年少少年が実際に起こした事件の罪名は，殺人，傷害致死，強盗殺人，強盗致
死で，その総件数は32件であった。その内訳は，①殺人4件，②傷害致死24件，③強盗殺人3
件，④強盗致死1件であった。さらにこれを年齢別に見ると，14歳が①殺人2件，②傷害致死
10件，③強盗殺人1件の合計13件で，15歳では，①殺人2件，②傷害致死14件，③強盗殺人2
件，④強盗致死1件の合計19件であった。これらの事件についての処分状況は，①検察官送致
2件（15歳），②少年院送致23件（14歳が9件，15歳が14件）で，その内訳は，初等少年院17
件，中等少年院4件，医療少年院1件，特別少年院1件である。③児童自立支援施設等送致1
件（14歳），④保護観察6件（14歳，15歳が各3件）であった。これをさらに，非行罪名別での
処分状況を調べると，①検察官送致2件（傷害致死），②少年院送致23件（殺人4件，強盗殺人
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3件，強盗致死1件，傷害致死15丁目，③保護観察6件，④児童自立支援施設送致1件で，年少
少年の重大犯罪による検察官への送致は，2件であった。ただ終局決定時に16歳に達していた
重大犯罪が6件あり，その中の1件が検察官送致（傷害致死で）であり，過去3年間での検察
官への送致は実質的には，38件中の3件ということになる⑲。
　このように，過去3年間での年少少年による重大な犯罪は，終局決定時に16歳に達した6件
を含めても38コ口，喧伝されているような凶悪，非道な年少少年による犯罪が増えているとの
当局側の発表は，その実態を正しく伝えているとはとても言い難い。
　問題は，3年間で3件のみとはいえ，改正少年法による年少少年への厳罰化対応が実践され
ているという事実である。この現実について，改正の趣旨を実践，運用すれぼ当然とされるこ
とになる。すなわち，この改正によって，家裁当局に年少少年の重大事件に対する処遇選択の
幅が広がったのであり，年少少年を刑罰で対応するのも選択肢の一つに他ならないことになろ
う⑫①。しかしながら，改正少年法を上述のように解した上で，年少少年を実際に刑事処分に処
す選択をしたことが正しい選択であったかどうかを問うことは避けなければならないことでは
ない。換言すれば，処遇選択の幅が広がったからといって，刑罰を科す選択をしなければなら
ない訳ではないということである。この点に問題の核心が潜んでいるというべきである。すな
わち，家裁当局の改正少年法の運用の実態は，法解釈上厳罰化，重罰化の改正ではないといい
つつも，運用の実際は，紛れもなく厳罰化で対応していることを先の研究報告はいみじくも提
示したといってよかろう。改正少年法の誕生前に憂慮された少年審判に情熱を注ぐ裁判官の減
少が⑳，およそ少年法の理念とかけ離れた運用の実態を生ぜしめているというべきで，保護主
義の伝統の根付いた運用の実態が見られるとの評価もないわけではないが⑳，悲観的と言わざ
るをえまい。
　上述のような改正少年法の運用の流れの中で，再度，低年齢少年への新たな対応が少年法改
正という形で浮上してきた。
　以下，この改正案で出された「14歳未満の保護i処分の見直し」部分を中心に検討したい。
4　低年齢少年非行と少年法改正
　既に指摘済みのように，低年齢少年による非行の実態は，統計的な裏付けを欠いたもので，
特異な事件をそれが一般的であるかのように誇張して報道するマスメディアによる国民への危
機意識の醸成が前回の改正時と同じような流れを生み出したことは疑いない。
　今回の改正案の骨子は，「①触法少年及びぐ犯少年の事件に対する警察の調査権限の明記，
②触法少年事件調査のための押収，捜索，検証又は鑑定の嘱託，③重大触法少年事件の児送致
手続の創設と原則家裁送致，④初等及び医療少年院の被収容者年齢の下限撤廃，⑤保護観察中
の遵守事項違反を理由とする児童自立支援施設又は少年院送致，⑥少年の保護者に対する少年
院長及び保護観察所長の指導，助言等の措置㈱」を内容とする。以下において特に①～④につ
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き，その問題となるところを検討する。
　①触法少年及び虞犯少年の事件に対する警察調査権限の明記
　これは，警察の調査権限一般を明文化し，警察官に少年等を呼び出し，質問することができ
る権限を明示することで，実質的には警察の調査権限を強化することにほかならない。
　この法的性質・趣旨について次のような説明がなされている。事件を児童福祉機関や家裁に
送致するにしてもその大前提に非行事実の事案解明が必要とされており，そのために対象少年
自身をはじめ，「事件関係者から非行事実とこれに密接に関連する事項に係るr供述』を収集し
ておくことは，児童福祉機関がその制度目的に即して行う調査活動とは別に，一般的必要性が
認められる事項で……警察が行う『調査』の一環としての『呼び出し・質問』は，そのような
性格の活動を想定したものと考えられ，このような権限を明確に法定する必要性は認められ
る⑳。」からであるとする。また，この前提として，「呼び出し・質問」はあくまでも「任意」の
ものとされ，対象者にはこれに応ずる義務はないことになる。いずれにせよ，警察の調査権限
の強化は，あくまで，触法事実の解明に資するためのものであり，触法少年に対する最善の処
遇選択を導き出すために認められるべきものと考える。したがって，ここでの留意点は，冤罪
を生み出さないたあにも，威圧的，誘導的，長時間の取り調べ等は厳に慎しまなければならな
い。いわれているように，少年，とりわけ年齢の低い少年は，被暗示性が強く，大人に気に入
られるように迎合的な供述をしがちであるからである㈱。
　②触法少年事件調査のための押収，捜査，検証又は鑑定の嘱託
　これは，この手続について，刑事訴訟法に規定されたものを準用する趣旨であるとされる。
すなわち，従来の実務では，被疑者が14歳未満であれば，捜査手続にはいれず，証拠物此等の
捜索差押えや殺人等の現場検証，死体解剖のための鑑定等の強制処分が行えず，事案の解明が
不十分であったとの指摘を受けて設けられたものとされている。なお，鑑定に際しての「鑑定
留置」についての是非では，事務当局の説明によると，調査目的での少年の身柄拘束は認めら
れないが前提となっており鑑定留置は否定されている㈱。
　しかしながら，上述の改定は，①で疑問視されたことが，ここでもそっくり当てはまること
になろう。
　③重大触法少年事件の児島手続の創設と原則家裁送致
　少年法3条2項は，触法少年及び14歳に満たない虞犯少年については，都道府県知事又は児
童相談所長から送致を受けたときに限り家庭裁判所の審判に付することができることになって
いる。したがって，警察がこれらの少年を発見し，児童福祉法25条で定める要保護児童に該当
すると認められると，同条で児童相談所等に通告することになっている。これに関して，これ
らの少年の事件に対して警察の調査権限が明確になったことから，警察が調査した事件の取扱
いを整備しておくことが適当とされ，（ア）少年法22条の2第1項の罪（一号，故意の犯罪行為に
より被害者を死亡させた罪，二号，死刑又は無期若しくは短期2年以上の懲役若しくは禁鋼に
あたる罪）に当たる場合と，α）児童福祉法27条1項4号（都道府県が児童を家庭裁判所に送致
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の措置）に該当する場合は，事件を児童相談所長に送致しなければならないとするものであ
る。また，一定の重大事件に係る触法少年は，原則として，都道府県知事又は児童相談所長は
家庭裁判所への送致の措置をしなければならないとするものである⑳。これは児童福祉機関先
議の原則を排して原則家裁送致に改めることを意味する。従来から触法少年の重大な事件は，
児童相談所は家庭裁判所に独自の判断で送致していたわけである。この原則の変更は，児童福
祉法制の理念と少年法制の理念を混同することに他ならないというべきであろう。このこと
は，④改正でより明らかとなる。
　④　初等及び医療少年院の被収容者年齢の下限撤廃
　この案は，現在，初等及び医療少年院への被収容者の年齢が14歳以上とされているものをそ
の下限の14歳を削除し，14歳未満の少年についても少年院送致を可能にしょうとするものであ
る帆少年法上の保護処分は，刑罰とは異なっているためにそれに付すに際し少年の刑事責任
能力が問われることはない。少年法は，犯罪少年の他に，触法少年というカテゴリーを設けて
保護処分の対象としている（2条2号）。しかし，その一方で，少年院法は，収容年齢を14歳以
上としているため（2条），処分時に14歳に達していない少年についての保護処分は，児童自立
支援施設又は児童養護施設への送致ということで，少年院送致の決定はできなかった（24条1
項2号）。したがって，14歳未満の少年については，その心身の発達過程を考慮して児童福祉法
上の措置を優先すべきであり，施設収容についても同法上の施設に収容するという政策的判断
に基づき遂行されて来たという経緯がある。具体的には，児童自立支援施設への送致の措置が
とられてきた⑳。
　児童自立支援施設は，児童福祉法上の児童福祉施設の一つで，不良行為をなし，又はなすお
それのある児童及び家庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を要する児童を入所さ
せ，又は保護者の下から通わせて，個々の児童の状況に応じて必要な指導を行い，その自立を
支援することを目的としている（児童福祉法44条）。現在，全国に58の施設があり，国立が男子
用（武蔵野学院）と女子用（きぬ川学院）の2施設，私立が2施設，残りの54施設は，都道府
県が管轄するものとされているのが少年院との大きな違いとなっている。ここには，少年法上
の保護処分として送致されて来た少年（約2割）と家裁を経由せず，都道府県知事ないしその
委任を受けた児童相談所長が，児童福祉法27条1項に基づき入所させた児童（約8割）が収容
されている。ここでの処遇は，家庭的雰囲気のもとでの開放された空間で展開されるところに
ある。したがって，入所者の自由を拘束する強制措置は，無断外出を繰り返すとか，他人に暴
力をふるうおそれがあるとかの場合にとられる措置で例外とされることになる。処遇の基本的
部分が生活指導中心の家庭的なものであるから，家庭環境に問題があって，非行を犯した，非
行性も進んでいない少年にとっては望ましい施設といえる。現実の運用でも，平成15年2月1
日現在で全国の入所児童のうち，13歳が28．9％，14歳が32．1％と全体の61％を占めているとい
うことであり，児童自立支援施設の有効な活用の一端が窺い知れる㊤㊥。
　その一方で，重大な事件を犯した児童をも入所させているが，これらの児童への処遇が適切
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に行えていないという報告はなく，むしろここでの処遇の成功例の研究報告がなされている⑳。
ということは，14歳未満の少年について，児童自立支援施設への送致に代えて，少年院への送
致を可能にしなければならない理由，何故少年院でなければならないのかが問われることにな
ろう。
　思うに，長崎での男児殺害事件，佐世保での級友女児殺害事件等を契機に，非行原因を異常
心理に求める「心理学化」の傾向が強まって来ており，これらのケースに対応するのに適切な
機関がないことで，それに代る医療少年院に入院させる方策として考えられたとみるべきであ
ろう（12）。無論，論点はこれにつきることではないが，中心に位置していることは確かであろう。
現実問題として，少年事件で精神鑑定を行った場合，心神喪失レベルでも医療機関より医療少
年院に収容されることの方が多く，触法少年の場合は，「医療少年院に相当する機関もなく，強
制的措置をつけられて国立の児童自立支援施設に送られる。児童精神医学が非行や犯罪に最近
まであまり目を向けてこなかった㈱」ことがここに問題として提起されていると考えるべきで
ある。
5　おわりに
　現行改正少年法が2001年4月1日から施行され，2006年3月末日で丸5年が経過したことに
なる。改正少年法は，その附則第3条で，5年後の見直し検討を規定したが，その趣旨は，強
硬な反対意見を鎮めさせる意図を内包していたことは疑いない。したがって，その運用状況如
何によっては，再度，真の意味での改正論義が浮上しても不思議なことではなかった。しかし
ながら，この5年間の流れの中で浮上して来た改正論は，あろうことか，筆者の思惑とは全く
逆方向での改正（悪）論であった。これまでみてきたように，改正少年法施行後の少年非行の
状況は，一部メディアが騒ぎたてるような少年非行の低年齢化が急速に進んだわけでもなく，
ましてや凶悪化が進んだわけではない。それが，2003年に起きた長崎での園児殺害という
ショヅキングな触法事件が発生した上に翌年の佐世保事件が発生したことが触法少年に対する
一連の厳罰対応の少年法改正（悪）の流れを生み出すことになった。この流れを作り出した最
大の要因が現代の巨大マスメディアのコマーシャリズムであったこともこれまで度々主張して
きたとおりである。
　今回の改正に際しての最大の問題点は，改正内容の具体的各論の検討以前に決定的な不備が
あったことである。すなわち，今回の改正は，少年法制と福祉法制の両法制にかかわる問題で
あるにもかかわらず，そのメンバーは，「学者委員のほぼ全員が刑法・刑訴法研究者であり，少
年法研究者はほとんどいず，児童福祉法研究者や児童福祉分野の実務家は全くいない。わずか
に厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長が関係老として加わっているにすぎない」⑬の
のであり，およそ改正に値するような内容のものを期待する方が無理であったことが理解され
るものと思われる。改めて，今なぜこのような改正が必要なのかについての国民的議論が待た
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れているというべきである。
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